
 

期日・主体
・補助別

事 業 概 要

　社会教育委員の協議により、地域の課題の中から協議事項を決定し、教育委員
会へ提言を行う。

・委員１５名（公募２名）
　　　（任期：Ｒ６．１１．１～Ｒ８．１０．３１）
・年間５回（含む編集委員会）の会議及び研修を実施

　県社会教育振興会（県内社会教育関係団体１６団体）の連絡提携を図るととも
に、地域の教育力を高め、社会教育の振興に寄与することを目的とする。

7月～１２月　体験交流事業
１０月　 　   社会教育振興フォーラム
１１月      　社会教育関係団体指導者養成研修会

６月～１２月
２回
社会教育課
県

　県内の社会教育主事・公民館主事・社会教育指導員等の専門性を高め、資質向
上を図る。

年間
社会教育課

　社会教育主事等を社会教育実践研究センターに派遣し、資質の向上を図る。

７月～２月
社会教育課
県

　社会教育主事の資格を取得するため、社会教育実践研究センターなどにおいて
講座を受講する。

年間
市町村
県・国補

　地域社会の中で子供たちの放課後等における安全で健やかな居場所づくりを推
進するため、地域の方々の参画を得て、体験・交流・学習等の活動拠点として、
放課後児童クラブと放課後子供教室を一体的あるいは、連携して推進する。
　補助金を利用して実施、県内１８市町村９７教室（令和６年度末）

年間
市町村
県・国補

　地域と学校が連携・協働して子供たちの学びや成長を支えるとともに、学校を
核として地域全体で教育を推進する体制づくりを推進する。

地
域
教
育
連
携

年間
社会教育課
教育事務所

　地域社会の連携促進と地域教育の推進、市町村教育委員会への支援を図る。
　・地域教育推進連絡協議会の開催
　・講演会、研修会等の開催あるいは開催支援
　・地域教育資源（人材）の活用推進
　・地域教育広報誌の発行

地域教育連携事業

社
会
教
育
指
導
者
等
育
成

社会教育指導者研修

社会教育実践研究
センター派遣

社会教育主事養成事業

地
域
教
育
推
進

放課後子ども総合
プラン推進事業

地域と学校の連携・
協働事業

 4　  令 和 ７ 年 度   　分 野 別 事 業 等 の あ ら ま し

　(１)　社 会 教 育 の 振 興

　市町村社会教育行政における職員体制の整備充実・資質の向上、運営や事務処理の適正化、教育環境
整備のため、援助や指導を行い、社会教育の振興を図る。

事 業 名

社
会
教
育
振
興

社会教育委員の会議
年間
社会教育課
県

社会教育関係団体
活性化事業

年間
社会教育課
県
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期日・主体
・補助別

事 業 概 要

男
女
共
同
参
画
学
習
推
進

やまなし女性国際セミナー開
催事業

年間
社会教育課
県

・人間尊重の基本理念に基づき、男女共同参画社会に向けて、国際的視野に立ち、地
球市民として共に生き、行動する輪を広げることを目指す。

・県内の団体に委託し、セミナーを３回実施する。

子どもの読書活動推進事業
年間
社会教育課
県

〈山梨県子ども読書活動推進会議〉
子どもの読書活動推進に関わる団体が連携・協力するための推進体制を整備す
る。

・年２回開催
・委員９名

やまなし読書活動促進事業

年間
やまなし読書活
動促進事業実行
委員会　(社会教
育課)
県

　県民一人一人の読書への関心を高め、読書習慣の確立を図るため、自身が本を
手にして作品を読み、その感動を、言葉や文章にすることで人に伝え、併せて家
族や友人、親しい人などに本を贈ることを習慣化する取り組みを実施する。

・やまなし読書活動促進事業実行委員会の開催（年４回）
・ブックフェアの実施（１０月～１１月）
・贈りたい本大賞公募（７月～９月）表彰式（１１月）
・ビブリオバトルやまなし2025（１２月）
・やま読ラリーの開催（９月～１１月）
・YAMADOKU BOOK FEST.2025の開催（１１月２，３日）

やまなし読書のまちづくり推
進事業

年間
社会教育課
県

　県、市町村、書店等関係団体の連携協働による取組を通じ、図書館や書店を拠
点とした地域の活性化、読書を通じたまちづくりを推進していく。

・読書活動を推進するための講話会の開催
・自治体における取材を実施及び冊子の作成

人
権
教
育
促
進

人権教育指導研修事業
年間
社会教育課
県

 　人権に関する学習活動を推進するために必要な、指導者の資質の向上と指導力の強
化を図るため、各地域の社会教育関係者、行政担当者、教員等を対象に人権問題につ
いての研修会を開催する。

山
梨
こ
と
ぶ
き
勧
学
院

山梨ことぶき勧学院
年間
社会教育課
県

　高齢者の多様化・高度化する学習ニーズに応える継続的な学習の場を提供し、
充実した生きがいづくりと地域の発展に貢献する人材の育成を図る。（修業年限
２年・概ね６０歳以上の方・６教室・必修講座・ふれあい行事・選択講座で構成
される。年間合計９５単位以上履修）

　 国際化、高度情報化などの社会の著しい変化の中で、心の豊かさや生きがいを求めて、人々の学習に対する意欲は高まってい
る。少子高齢化への対応、進展する国際化、男女共同参画社会に向けた意識づくり等、現代社会の新たな環境の変化に対応する
ための様々な学習機会を提供し、その学習ニーズに応える。

読
書
活
動
の
推
進

　(２)  成 人 教 育 の 推 進

事 業 名
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期日・主体
・補助別

事 業 概 要

年間
社会教育課
県

・「家庭教育支援番組放映」
放送局に委託し、主として小学校低学年までの子どもを持つ世帯を対象とし、信頼できる
家庭教育情報及び学習機会の提供を行う。

    家庭教育支援番組の制作・放送
    制作本数　１２本（再放送を含み２４回放映）
    放送期間　７月から１２月

　 各回の本放送終了後、番組公式WEBサイト及び公式チャンネルにて配信
　「子育て情報コーナー」を設け、子育て・家庭教育等に関する県政情報を発信

年間
社会教育課

・子育てについて学び合うための教材「やまなしワクワク子育て親育ちプログラム」の活用
促進を図る。

・小・中学校・高校をはじめ、幼稚園、保育所及びＰＴＡ等の団体に対し、テキストの活用
法を提供し周知活動を行う。
・県政出張講座において紹介を行い、必要に応じてプログラムの体験を実施する。

年間
社会教育課
県

・子育てに関する悩みを解消するため、電話・面接による相談に応じ、指導・助言を行うと
ともに、必要に応じて適切な機関を紹介する。

・開設日  毎月第２・第４月曜日および年末年始以外の日
・受付時間　平日９：００～１６：３０，土・日・祝日　９：００～１５：３０
　
・臨床心理士によるカウンセリング月２回（要予約）

　県民が家庭教育の重要性に対する認識を深め、家庭における教育の機能や役割を十分理解できるよう、家庭教育に関する学習機
会の充実や、様々な情報提供や相談体制の充実を図る。

事 業 名

　(３)　家 庭 教 育 の 支 援

家
　
庭
　
教
　
育
　
の
　
支
　
援

家庭教育支援事業

ワクワク子育て親育ち
プロジェクト事業

子育て相談総合窓口
「かるがも」設置事業
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心豊かでたくましい青少年の育成をめざし、洋上生活体験や八丈島に
おける長期宿泊自然体験活動を通して、友情・連帯・奉仕・開拓・交流
の精神を涵養するとともに、地域の青少年リーダーとしての資質向上を
図る。

・研修：事前１泊２日、現地８泊９日、事後１日

・対象：県内中学生３２名

〔子どもクラブ活性化事業費補助金〕

○夏休みふるさと子どもランドカーニバル
県内子どもクラブの会員が自然の中で集団生活を行い、野外活動や情

報交換等をすることによって、子どもクラブ活動の充実と活性化を図る
とともに、郷土山梨を理解してもらう機会とする。

・対象：山梨県子どもクラブ員・指導者

○山梨県子どもクラブ親睦球技大会

各地区代表の各単位子どもクラブ会員が一堂に会し、スポーツを通し
て健全な身体と精神を養うとともに、会員相互の親睦を深める。

・対象：山梨県子どもクラブ員・指導者

青少年教育施設における活動プログラム、ボランティア・指導者の活
用及び広報手段等、これまで各施設が蓄積してきた資源の情報交換と職
員相互の研修を深めることにより、青少年教育施設間の交流を活性化
し、青少年の体験活動の充実を図るとともに、県民等に提供するサービ
スの向上に資する。

・山梨県青少年教育施設施設長会議

・山梨県青少年教育施設ネットワーク協議会

　　　　　　　　　　　　　（各青少年教育施設職員等）

青
 
少
 
年
 
活
 
動
 
促
 
進

子どもクラブ　活性化
事業

７月～11月
社会教育課
県

青少年教育施設連携促
進

必要に応じて
青少年教育
施設

青
少
年
教
育
推
進

フロンティア・アドベ
ンチャー「やまなし少
年海洋道中」事業

４月～８月
社会教育課
県

（４）　青 少 年 教 育 の 推 進

・長期宿泊自然体験、異年齢・他地域との交流、地域活性化の実践などの青少年に対する事業を通して、

　健全な青少年の育成と地域における青少年リーダーの育成を図る。

・青少年の健全育成を図るため、社会参加活動の促進に努める。

・望ましい青少年の育成を図るため、青少年の団体活動が主体的に運営されるよう指導助言に努める。

・青少年の体験活動を推進するため、県立青少年教育施設間の交流を活性化し、施設利用の促進を図る。

事 業 名
期日・主体
・補助別

事 業 概 要
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期日・主体
・補助別

事 業 概 要

年間
社会教育課
県単

１　青少年保護育成条例に基づく有害図書類指定のための図書類購入及び
　　審査会の開催並びに指定後の収納調査
２　関係機関、団体、図書類等取扱事業者への指定通知
３　環境浄化のための興行、娯楽、図書類等事業者への指導

年間
社会教育課
（県少年サ
ポートネット
推進事業は県
警人身安全・
少年課も実施
主体）

　インターネットの進展に伴い青少年を取り巻く社会環境が大きく変化
し、青少年の非行・被害の様相も多様化していることから、以下の３つの
事業を一体的に行うことにより、関係機関等で連携し青少年の非行・被害
防止に取り組む。
１　ほっと！ネットセミナー事業
　主に低年齢層の子供をもつ保護者を対象に、インターネットに係る課題
への対応と情報モラル教育推進のため、職員が小学校等でセミナーを実施
２　青少年の非行・被害防止推進会議
　9月に各市町村担当者を中心に、青少年に係る喫緊の課題に関する講演
会等を行い連携体制を整備し、非行・被害の未然防止と早期解決を図る。
３　県少年サポートネット推進事業
　非行等の問題を抱える少年の立ち直り支援のため、少年１人ひとりの状
況に応じて関係機関と連携した支援（家庭支援、体験活動、学習支援、就
労支援）を行う。また、関係機関と連携し、総合的な体制整備を行うた
め、「山梨県少年サポートネット推進協議会」を開催し、少年非行の減
少、非行の連鎖の防止等を図る。

キャンペーン
７月、１２月
社会教育課
（山梨県青少
年総合対策本
部・やまなし
青少年社会環
境健全化推進
会議）
県単

　青少年に関わりの深い図書類等販売・娯楽施設・その他の関係業界及び
行政機関が連携して青少年を取り巻く社会環境の整備のための自主規制や
啓発活動に取り組み、青少年の健全育成に寄与する。
　　全体会の開催
　　青少年社会環境健全化推進キャンペーン実施（２回）
　　　７月１５日（富士河口湖町・鳴沢村）
　　１２月１８日（南アルプス市・市川三郷町・富士川町）

年間
公益財団法人
山梨県青少年
協会（青少年
育成山梨県民
会議事業実行
委員会）
県単

　青少年健全育成の県民運動を推進している青少年育成山梨県民会議の運
営及び事業を助成する。
　運営費　事務局運営費等
　事業費　○「家庭の日」「青少年を育む日」推進運動事業
　　　　　○親子のネットワークショップ
　　　　　○「あいさつ・声かけ運動」市町村民会議等普及事業
　　　　　○青少年関係ＮＰＯ法人ネットワーク事業等
　　　　　○子ども・若者支援フォーラム

 (５)　青 少 年 の 保 護 育 成

  明日の山梨を担う青少年の健全育成を図るため、青少年の自立と成長を促し、青少年活動を支援するとともに、青少年が安心
して心豊かに暮らせる環境づくりや社会生活を営む上で困難を有する青少年への支援体制づくりに努める。

事 業 名

青
少
年
保
護
育
成
の
推
進

青少年保護育成のための
環境浄化に関する条例の
運用

青少年の非行・被害防止
推進事業

やまなし青少年社会環境
健全化推進会議

青少年育成山梨県民会議
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期日・主体
・補助別

事 業 概 要

年間
公益財団法人
山梨県青少年
協会
県単

　県立青少年センターの管理運営を指定管理者制度により公益財団法人山
梨県青少年協会に委託するとともに、センターの維持補修及び備品整備を
行う。

２回開催
社会教育課
県単

　地方青少年問題協議会法に基づき山梨県附属機関の設置に関する条例に
より設置された県の附属機関として青少年の指導、育成、保護及び矯正に
関わる重要な問題について、調査・審議及び意見具申、諮問に対する答申
を行う。

全体会１回開
催
分科会４会開
催
社会教育課
県単

　少年が安全に安心してインターネットを利用することができるようにす
るため、関係機関、青少年のインターネットの利用に関係する事業を行う
者及び関係する活動を行う民間団体相互間の連携協力体制の整備を行う。

６月～８月
社会教育課
県単

　山梨県と忠清北道の中学生が宿泊や体験を通じ、相互理解と将来にわた
る絆を深めるための交流を通して、主体性・積極性・異文化理解の精神を
身に付け、国際感覚を養う。

・対象：県内中学生３２名　忠清北道中学生３２名

事 業 名

青
少
年
保
護
育
成
の
推
進

青少年センター
管理運営及び設備整備

青少年問題協議会

青少年のインターネット
利用環境整備連絡調整会
議

山梨・忠清北道中学生
国際交流事業
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